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市民無作為抽出調査と内閣府が平成 23 年 12 月に実施した食育に関する意識調査との比較
することで，泉南市民の食生活の実態把握を行った。質問紙調査は，平成 25 年 8 月，住民
基本台帳から無作為に抽出した満 20 歳以上の市民 2,000 人を対象とした。なお，有効回答
数は 1,095 人（54.8.%）であった。内閣府の食育に関する意識調査は，全国の満 20 歳以上











学 位 の 種 類     博士（食物栄養学） 
学 位 記 の 番 号     甲第 155 号 
学位授与年月日     平成 30 年 3 月 21 日 
学位授与の要件     学位規則第４条第１項該当 
学位論文の題目     自治体における地域診断および効果的な食育推進
方法に関する研究 
論 文 審 査 委 員     主 査  内藤 義彦 
副 査  高橋 享子 
副 査   林 宏一 
 

























 第 2 章の研究では，幼児期・学齢期の生活習慣が，将来即ち成人期以降の望ましい生
活習慣・食習慣の形成に繋がると考えられることから，第 1 章で調査を行った同地域の子
どもたちの食およびその他の生活習慣を明らかにすることを目的とした。平成 25 年 7 月，
大阪府泉南市に所在する全保育所(園)，幼稚園，小学校，中学校に在籍している全ての子
ども 8,014 人を対象に実施したアンケート調査結果を用いた。第 1 節では，対象者を男女
ごとに 1 歳から 5 歳の者を幼児，小学 1 年生から小学 3 年生を小学校低学年，小学 4 年生
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促す積極的な介入施策を実施する必要があると考えられた。 


















びその他の生活習慣を検討した。対象者を中学校の校区ごと，A 中学校区（3 校），B 中学














討した。対象は，泉南市と同じ泉北・南地域にある大阪府 I 市に所在する G 中学校区の A
小学校 5 年 114 名，B 小学校 5 年 120 名，C 中学 2 年生 275 名とした。なお本研究は，前後
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小学校の平成 27 年 11 月時点の 5 年生 234 名に実施した食生活アンケートと平成 28 年 11

































































































なお，平成 30 年１月 31 日に行われた公聴会においては，様々な角度からの質疑に
適切に答弁し，本申請者の研究者としての能力は博士学位取得レベルに達したもので
あると判断される。以上の結果から，当該博士学位申請者に対する博士の学位授与は
十分にふさわしいものと認める。 
